
社会保障審議会介護給付費分科会（第40回）議事次第  

平成18年 3月9日（木）  

午後3暗から5暗まで  

於二霞ヶ関東京舎舘  

（ゴールドスタールーム）  

議 題  

1．療養病床の再編等について  

2．その他   



療養病床の再編成   



療養病床の現状  

○ 療養病床の入院患者のうち医師の対応がほとんど必要ない人が概ね5割  

○ 医師による直接医療提供頻度  

〔中医協「慢性期入院医療実態調査」（平成17年11月11日中医協資料）〕  

○ 医療保険適用、介護保険適用、それぞれに入院する患者の状態  

医療保険適用、介言葉保険適用、それぞれlこ入院する患者の可犬態  

介言隻イ果険適用の療養病た末  

平成16年3月  

医療保険適用の療養病床  
平成16年3月   
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Eヨ病司大力ミ不安定で常時医学自勺管理を要する  
E］病可犬lま安定してしヽる力て容態の急変力ヾ起きやすしヽ  

口容態急変の可宮巨一l生lまイ氏しヽカモ一定の医学自勺管理を要する  

口容態急変の可肯巨，性lまイ氏く手苗祉施言受や住宅l＝よって対応できる  

【現そのイ也  
【コ無【巨】筈   ＿＿ 」 ＿■→＿  

〔医療経済研究機構「療養病床における医療提供体制に関する調査」（平成16年3月）〕  
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医療の必要性に応じた療養病床の再編成  

①療養病床については、医療の必要度の高い患者を受け入れるものに限定し、医療保   

険で対応するとともに、  

②医療の必要性の低い患者については、病院ではなく在宅、居住系サービス、又は老健   

施設等で受け止めることで対応する。  

※介護療養型医療施設の廃止（平成24年3月）  

（1） 医師・看護職員の配置等が緩和された「経過型介護療養型医療施設（仮称）」の創設［介護報酬改定］  

将来的な老健施設等への移行を視野に入れた平成23年度末までの経過措置  
（2）医療の必要性による区分の導入［診療報酬改定］   

・医療の必要性の高い患者については評価を引き上げ、低い患者については評価を引き下げ   

・医療の必要性の低い患者を一定以上受け入れている場合について、「介護保険移行準備病棟（仮称）」を  
平成23年度末までの経過措置として創設  
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療養病床が転換するときの支援措置  

○療養病床について、老人保健施設等への転換を進めるため、転換支援の助成等を行う   

とともに、介護保険において、平成23年度までに必要な受け入れを図る。  

医療保険財源による車云換支援措置（医療療養病床対応）   
※長期入院病床を老人保健施設又は居住系サービス施設に   

転換するために要する費用を助成するための事業を実施   
※都道府県が実施   

※上記肋成創設までは医療提供体制施設整備交付金（都道府   

県交付金）のメニュー項目の活用により対応  

医師・看護職員等の配置等が   

緩和された経過的矩型   

注：現行の療養病床のほかに、将来的な   
老人保健施設や居住系サービス等   

への転換を念頭に移行促進措置を   

設ける  老人保健施設  

療養病床が老健施設に転換  

する場合の施設基準の緩和   

注：既存の建物をそのまま活用して老人   

保健施設に円滑に転換できるよう、   
6年間は1床当たり面構を6．4   
雨（老人保健施設は8nイ）で可とす   

るなど、経過的に施設基準を緩和  

ケアハウス  

有料老人ホーム  

グループホーム  

在宅療養支援拠点  

第4期の介護保険事業計画において  

病床の転換が円滑に行われるよう  

参酌標準を見直し  

（健保法改正法案の附則で措置）   
市町村交付金の実施（介護療養病床対応）   

※介護療養型医療施設等の機能転換を促進   

※市町村が実施  



健康保険法等の一部を改正する法律案における検討規定  

附 則（検討）  

二  

3 政府は、入所者の状態に応じてふさわしいサービスを提供する観   
点から、介護保曝法第八条第二十五項に規定する介護老人保健施設   
及び同条第二 十四項に規定する介護老人福祉施設の基本的な在り方   

並びにこ れらの施設の入所者に対する医療の提供の在り方の見直し   
を検討するとともに、介護保険施設等の設備及び運営に関する基準   
並びに利用者負担の在り方等について検討を加え、その結果に基づ   
いて必要な措置を講ずるとともに、地域における適切な保健医療   
サービス及び福祉サービスの提供体制の整備の支援に努めるものと   

する。  
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